
談合・入札制度改革分科会

談合業者に対し地方自治体自身が損害賠償を請求した例

０３年８月～０４年８月　朝日新聞記事検索　（寝具談合を除く）

№

1 ０３．　８．２２ 仙台市 が１０社に対し、計１０００万円 請求 （林野測量業務談合）

2 　９．　４ 山形県 が４９社との間で、計５億２０００万円の 和解
（農業土木工事談合
・住民訴訟先行）

3 　９．　９ 東京都 が４社に対し、計４０００万円 請求 （水道メーター談合）

4 １１．　８ 北九州市 が２７社に対し、
提訴
見込

（下水道設備工事談合）

5 １１．２２京都市 が９社との間で計４億９００万円の 和解 （舗装工事談合）

6 １２．１６青森県 が９社に対し、計３０００万円 請求 （林野測量業務談合）

7 ０４．　１．１６ 群馬県 ４５社に対し、計２億３７００万円 請求

8 　１．２０ 沼田市 も同じく計１億６５００万円を 請求

9 　２．２５ 広島市 が２６社に対し計１３億円を請求して 提訴 （水道管工事談合）

10 　４．　１ 高槻市 が１６社との間で計９５００万円の裁判上 和解 （水道管工事談合）

11 　４．２９ 倉敷市 が９社に対し、計２６７８万円の 請求
（下水道工事談合
・住民訴訟先行）

12 　７．１５ 名古屋市 が８９社に対し、計２１億円 請求 （建築工事談合）

13 　７．２１ 町田市
が５２社に対し、計１１億５０００万円を請
求して

提訴 （土木工事談合）

14 　７．２６
群馬県・
沼田市

の請求につき、オンブズマンを交えた
５億７００万円の

三者
和解

（土木工事談合）

15 　８．　５ 横浜市 が４社に対し、計２億２０００万円を請求して提訴 （水道メーター談合）

16 　８．　７ 長崎県 が２５社から、計６億３０００万円を 回収 （港湾工事談合）

17 　８．２１　三重県 が１７社に対し、計１４億円を請求して 提訴 （測量・設計業務談合）

（土木工事談合
・住民訴訟が先行）

追加資料


